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令和５年５月 31日 

各   位 

会 社 名   株式会社学研ホールディングス 

代表者名      代表取締役社長 宮原 博昭 

   （コード：9470 東証プライム市場） 

問合せ先      経営戦略室長  丸山  洋 

       （TEL．03-6431-1055） 

 

 

日販グループホールディングス株式会社、日本出版販売株式会社、株式会社学研ステイフルとの 

資本業務提携及び株式会社学研ステイフルの株式譲渡に関するお知らせ 

  

当社は、令和５年５月 26 日開催の取締役会において、日販グループホールディングス株式会社（以下、日

販 GHD）・日本出版販売株式会社（以下、日販）・株式会社学研ステイフル（以下、学研ステイフル）との間で

資本業務提携に関する契約を締結すること（以下、「本業務提携」）および、当社の完全子会社である学研ステ

イフルの株式の 51％を、令和５年７月１日に日販に譲渡する（以下、「本株式譲渡」）ことを決議いたしまし

たのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本業務提携及び株式譲渡の背景と目的 

当社は昭和 22 年３月 31 日に設立し、「私たち学研グループは すべての人が心ゆたかに生きることを願い 

今日の感動・満足・安心と 明日への夢・希望を提供します」をグループ理念として、教室・学習塾運営、出

版および園・学校支援をはじめとする教育事業ならびに高齢者住宅事業をはじめとする医療福祉事業を展開す

るグループの持株会社です。 

学研ステイフルは、「本以外にも、子ども部屋に必要なものは何でも揃えよう」という「学研子ども部屋構

想」を掲げて、玩具や文具の事業を始めたことが源流になります。誕生から 55 年を超える「Gakken ニューブ

ロック」をはじめとする、生きる知恵や元気を育む玩具と、学びをサポートしたり幅広い方々の生活に彩りを

与えたりする文具や雑貨の企画・製造・販売を行ってきました。 

 

 日販は、グループ経営理念「人と文化のつながりを大切にして、すべての人の心に豊かさを届ける。」のも

と、昭和 24 年の創業以来、全国津々浦々に本を届けることで人々の文化的生活を支えることを使命としてき

ました。そのなかで、テクノロジーの進化やライフスタイルの多様化など、本を取り巻く様々な環境変化に合

わせ、文具・雑貨など生活の中の多様なニーズを満たすアイテムの取り扱いを拡充してまいりました。その事

業領域は、文具・雑貨の流通だけに留まらず、自社のオリジナル商品の開発や、日販セグモ株式会社（代表取

締役社長: 安井 邦好）による「文具女子博」の開催など、拡大を続けています。2022年度には、営業・流通

機能を一層強化することを目的に文具雑貨商品本部を設立するとともに、それまでグループ会社の中三エス・

ティ株式会社（代表取締役社長：小林 正史）が主として担っていた文具のメーカー仕入機能を承継する形で、

文具一次卸会社となりました。これを契機として、メーカー様との関係強化を図り、文具・雑貨商材のさらな

る店頭展開を推し進めています。 

 

当社は、少子高齢化や IT 化、グローバル化など、ライフスタイルが大きく変化していくなかで、学研ステ

イフルが商品、サービスを継続的に開発・提供していくため、日販グループという新たなパートナーとともに

事業を推進することを決定し、学研ステイフルの株式の 51％を、令和５年７月１日に日販に譲渡するととも

に、日販 GHD・日販・学研ステイフルと資本業務提携を締結することにいたしました。 

 



 

２．資本業務提携の内容 

学研ステイフルと日販は、双方の強みを掛け合わせることで、様々な生活者のニーズを満たす価値提供の場

を拡大することを目指します。玩具や文具・雑貨の商品企画機能を拡充し、商品ラインナップの充実を図ると

ともに両社が保有する販路を最大限に活用して、売上高を拡大いたします。さらに、「知育」「学び」事業領域

の強化や、海外ネットワークを活用したグローバル展開など、学研・日販両グループのリソースを活かした事

業シナジーの創出も目指してまいります。 

 

３．株式譲渡の概要 

 当社は、当社の完全子会社である学研ステイフルの株式のうち 51％を日販に譲渡します。なお、令和５年

７月１日より、学研ステイフルは学研グループの連結子会社ではなくなります。 

 

４．株式会社学研ステイフルの概要  

（令和５年５月 31日現在） 

名称 株式会社学研ステイフル 

所在地 東京都品川区西五反田２丁目 11番８号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 福本 高宏 

事業内容 知育トイ事業、学び文具の開発・販売事業 

資本金 9,000万円 

設立年月日 平成６年４月１日 

大株主及び持株比率 株式会社学研ホールディングス            100％ 

 

 

（日販出資後） 

名称 株式会社学研ステイフル 

所在地 東京都品川区西五反田２丁目 11番８号 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 野口 瑞穂 

事業内容 知育トイ事業、学び文具の開発・販売事業 

資本金 9,000万円 

設立年月日 平成６年４月１日 

大株主及び持株比率 
日本出版販売株式会社                51％ 

株式会社学研ホールディングス            49％ 

※記載された概要は、すべて日販の出資後における予定です 

 

５．資本業務提携先の概要（令和５年３月 31日現在） 

名称 日本出版販売株式会社 

所在地 東京都千代田区神田駿河台４丁目３番地 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 奥村 景二 

事業内容 

書籍・雑誌・教科書及び教材品の取次販売、文具・雑貨の取次販売

及び商品開発、「本」をはじめとした文化コンテンツを用いたプレイ

ス創造事業・IPソリューション事業 

資本金 10,000万円 

設立年月日 平成 31年４月１日 

大株主及び持株比率 日販グループホールディングス株式会社        100％ 

当社と当該会社との

間の関係 

資本関係 該当事項はありません 

人的関係 該当事項はありません 
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取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当しません 

当該会社の最近３年間の財政状態及び経営成績 

決算期 令和２年３月期 令和３年３月期 令和４年３月期 

純資産 18,453百万円 18,580百万円 18,208百万円 

総資産 185,977百万円 184,895百万円 216,207百万円 

１株当たり純資産 1,845,351.90円 1,858,041.40円 1,820,890.94円 

売上高 213,674百万円 420,151百万円 407,463百万円 

営業利益 △72百万円 1,014百万円 734百万円 

経常利益 44百万円 1,155百万円 934百万円 

当期純利益 288百万円 396百万円 485百万円 

１株当たり 

当期純利益 
28,884.70円 39,657.52円 48,568.71円 

 

 

名称 日販グループホールディングス株式会社 

所在地 東京都千代田区神田駿河台４丁目３番地 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 吉川 英作 

事業内容 グループの経営戦略策定、経営管理および不動産管理 

資本金 300,000万円 

設立年月日 昭和 24年９月 10日 

大株主及び持株比率 

株式会社講談社                   6.34％ 

株式会社小学館                   6.28％ 

日販グループ従業員持株会              4.38％ 

株式会社光文社                   2.95％ 

株式会社文藝春秋                  2.41％ 

株式会社秋田書店                  2.35％ 

株式会社三井住友銀行                2.23％ 

株式会社 KADOKAWA                                    2.13％ 

カルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社     1.97％ 

株式会社旺文社                   1.91％ 

当社と当該会社との

間の関係 

取引関係 該当事項はありません 

関連当事者への該当状況 該当しません 

当該会社の最近３年間の連結財政状態及び連結経営成績 

決算期 令和２年３月期 令和３年３月期 令和４年３月期 

純資産 55,649百万円 58,767百万円 59,495百万円 

総資産 261,070百万円 259,245百万円 289,597百万円 

１株当たり純資産 921.96円 975.88円 988.01円 

売上高 515.922百万円 521,010百万円 504,993百万円 

営業利益 2,474百万円 4,151百万円 2,840百万円 

経常利益 2,441百万円 4,420百万円 3,648百万円 

親会社株主に帰属す

る当期純利益 
781百万円 2,439百万円 1,391百万円 

１株当たり 

当期純利益 
14.22円 44.41円 25.34円 



 

６．日程 

 令和５年５月 26日  取締役会決議 

 令和５年５月 31日  株式譲渡契約・資本業務提携契約締結日 

 令和５年７月１日   株式譲渡実行日（予定） 

 

７. 今後の見通し  

本業務提携が、当社の連結業績に及ぼす影響は現時点では軽微であると認識しております。連結業績予想の

修正等、今後、公表すべき事項が生じた場合には速やかに開示いたします。 

 

                                          以 上 


